
 津市森林整備協議会条例をここに公布する。  
  平成１８年３月２４日  

 
                       津市長 松 田 直 久  

 
津市条例第２７５号  
   津市森林整備協議会条例  
 （設置） 

第１条 林業の振興に資するとともに、森林の有する公益的機能を効果的に

発揮させるため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４

第３項の規定に基づき、津市森林整備協議会（以下「協議会」という。）を

置く。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

 (１) 林業振興に係る事業の円滑な推進に関すること。 

 (２) 森林整備計画の策定に関すること。 

 (３) その他林業振興及び森林保全事業に関すること。 

 （組織） 

第３条 協議会は、委員１３人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

 (１) 学識経験のある者 

 (２) 森林組合の代表者 

 (３) 林業関係者 

 (４) 関係行政機関の職員 

 (５) その他市長が必要と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

 （会議） 
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第６条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

 （庶務） 

第７条 協議会の庶務は、農林水産部において処理する。 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、

会長が協議会に諮って定める。 

   附 則 

 この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（平成１８年３月２４日 掲示済）  
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 津市通学区域審議会条例をここに公布する。  

  平成１８年３月２４日  

                      

津市長  松  田  直  久  

 

津市条例第２７６号  

津市通学区域審議会条例  

 （設置）  

第１条  津市立の小学校及び中学校の通学区域の適正を期するため、地方

自 治 法 (昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 )第 １ ３ ８ 条 の ４ 第 ３ 項 の 規 定 に 基 づ

き、津市通学区域審議会（以下「審議会」という。）を置く。  

 （所掌事務）  

第２条  審議会は、津市教育委員会（以下「教育委員会」という。） の 諮

問に応じ、津市立の小学校及び中学校に就学する児童及び生徒の通学区

域の設定又は改廃に関する事項を調査審議する。  

 （組織）  

第３条  審議会は、委員２０人以内で組織する。  

２  委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命す

る。  

 (１ ) 学識経験のある者  

 (２ ) 小学校長及び中学校長  

 (３ ) 小学校及び中学校のＰＴＡ役員  

 （委員の任期）  

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。  

２  委員は、再任されることができる。  

 （会長及び副会長）  

第５条  審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

３  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けた

ときは、その職務を代理する。  

 （会議）  

第６条  審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。  

２  審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができな
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い。  

３  審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。  

(資料提出の要求等 ) 

第７条  審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に資料の提

出、説明その他必要な協力を求めることができる。  

 （庶務）  

第８条  審議会の庶務は、教育委員会事務局において処理する。  

 （委任）  

第 ９ 条  こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 審 議 会 の 運 営 に 関 し 必 要 な 事 項

は、会長が審議会に諮って定める。  

   附  則  

 この条例は、平成１８年４月１日から施行する。  

（平成１８年３月２４日  掲示済）  
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 津 市 生 涯 学 習 ス ポ ー ツ 審 議 会 条 例 を こ こ に 公 布 す る 。  

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ２ ４ 日  

 

                津 市 長  松  田  直  久     

 

津 市 条 例 第 ２ ７ ７ 号  

   津 市 生 涯 学 習 ス ポ ー ツ 審 議 会 条 例  

（ 設 置 ）  

第 １ 条  本 市 に お け る 生 涯 学 習 及 び ス ポ ー ツ の 振 興 に 関 す る

施 策 の 円 滑 か つ 効 率 的 な 推 進 を 図 る た め 、 地 方 自 治 法 （ 昭

和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ３ ８ 条 の ４ 第 ３ 項 の 規 定 に 基

づ き 、 津 市 生 涯 学 習 ス ポ ー ツ 審 議 会 （ 以 下 「 審 議 会 」 と い

う 。 ） を 置 く 。  

（ 所 掌 事 務 ）  

第 ２ 条  審 議 会 は 、 津 市 教 育 委 員 会 （ 以 下 「 教 育 委 員 会 」 と

い う 。 ） 又 は 市 長 の 諮 問 に 応 じ 、 生 涯 学 習 及 び ス ポ ー ツ の

振 興 に 資 す る た め の 施 策 の 総 合 的 な 推 進 に 関 す る 事 項 を 調

査 審 議 す る 。  

２  審 議 会 は 、 前 項 に 規 定 す る 事 項 に つ い て 、 教 育 委 員 会 又

は 市 長 に 意 見 を 述 べ る こ と が で き る 。  

（ 組 織 ）  

第 ３ 条  審 議 会 は 、 委 員 ２ ５ 人 以 内 で 組 織 す る 。  

２  委 員 は 、 次 に 掲 げ る 者 の う ち か ら 、 教 育 委 員 会 が 市 長 の

意 見 を 聴 い て 委 嘱 す る 。  

（ １ ） 識 見 を 有 す る 者  

（ ２ ） 関 係 行 政 機 関 の 職 員  

（ ３ ） そ の 他 教 育 委 員 会 が 必 要 と 認 め る 者  

（ 委 員 の 任 期 ）  

第 ４ 条  委 員 の 任 期 は 、 ２ 年 と す る 。 た だ し 、 補 欠 の 委 員 の

任 期 は 、 前 任 者 の 残 任 期 間 と す る 。  

２  委 員 は 、 再 任 さ れ る こ と が で き る 。  

（ 会 長 及 び 副 会 長 ）  

第 ５ 条  審 議 会 に 会 長 及 び 副 会 長 １ 人 を 置 き 、 委 員 の 互 選 に

よ り 定 め る 。  

２  会 長 は 、 会 務 を 総 理 し 、 審 議 会 を 代 表 す る 。  
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３  副 会 長 は 、 会 長 を 補 佐 し 、 会 長 に 事 故 が あ る と き 、 又 は

会 長 が 欠 け た と き は 、 そ の 職 務 を 代 理 す る 。  

 （ 会 議 ）  

第 ６ 条  審 議 会 の 会 議 は 、 必 要 に 応 じ て 会 長 が 招 集 し 、 会 長

が 議 長 と な る 。  

２  審 議 会 は 、 委 員 の 半 数 以 上 が 出 席 し な け れ ば 、 会 議 を 開

く こ と が で き な い 。  

３  審 議 会 の 議 事 は 、 出 席 委 員 の 過 半 数 で 決 し 、 可 否 同 数 の

と き は 、 議 長 の 決 す る と こ ろ に よ る 。  

 （ 分 科 会 ）  

第 ７ 条  審 議 会 に 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 分 科 会 を 置 く も の と し 、

こ れ ら の 分 科 会 の 調 査 審 議 事 項 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定

め る 事 項 と す る 。  

（ １ ） 公 民 館 分 科 会  生 涯 学 習 の 振 興 に 資 す る た め の 施 策

の 総 合 的 な 推 進 に 関 す る 事 項  

（ ２ ） ス ポ ー ツ 分 科 会  ス ポ ー ツ の 振 興 に 資 す る た め の 施

策 の 総 合 的 な 推 進 に 関 す る 事 項  

２  前 項 各 号 に 掲 げ る 分 科 会 に 属 す べ き 委 員 は 、 会 長 が 指 名

す る 。  

３  前 ２ 条 及 び 次 条 の 規 定 は 、 分 科 会 の 運 営 に つ い て 準 用 す

る 。  

４  審 議 会 は 、 そ の 定 め る と こ ろ に よ り 、 分 科 会 の 議 決 を も

っ て 審 議 会 の 議 決 と す る こ と が で き る 。  

（ 意 見 の 聴 取 等 ）  

第 ８ 条  審 議 会 は 、 審 議 の た め 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、

関 係 者 等 に 対 し 、 会 議 に 出 席 を 求 め て そ の 意 見 又 は 説 明 を

聴 く こ と が で き る 。  

（ 庶 務 ）  

第 ９ 条  審 議 会 の 庶 務 は 、 教 育 委 員 会 事 務 局 に お い て 処 理 す

る 。  

（ 委 任 ）  

第 １ ０ 条  こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 審 議 会 及 び 分 科 会

の 運 営 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 審 議 会 に 係 る も の に つ い て は

審 議 会 の 会 長 が 審 議 会 に 諮 っ て 、 分 科 会 に 係 る も の に つ い

て は 分 科 会 長 が 分 科 会 に 諮 っ て そ れ ぞ れ 定 め る 。  
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   附  則  

 こ の 条 例 は 、 平 成 １ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 平 成 １ ８ 年 ３ 月 ２ ４ 日  掲 示 済 ）  
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津市青少年問題協議会条例をここに公布する。  

平成１８年３月２４日  

 

津市長  松  田  直  久  

 

津市条例第２７８号  

 津市青少年問題協議会条例 

 （設置）  

第１条  地方青少年問題協議会法（昭和２８年法律第８３号）第１条の

規定に基づき、津市青少年問題協議会（以下「協議会」という。）を

置く。  

 （定数及び任期）  

第２条   協議会の委員（以下「委員」という。）の定数は、２０人以内

とする。  

２  委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。  

３  委員は、再任されることができる。  

（会長及び副会長）  

第３条  会長は、会務を総理し、協議会を代表する。  

２  協議会に副会長１人を置き、委員の互選により定める。  

３  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠け

たときは、その職務を代埋する。  

  （会議）  

第４条  協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。  

２  協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことがで

きない。  

３  協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。  

 （庶務）  

第５条  協議会の庶務は、教育委員会事務局において処理する。  

 （委任）  

第６条  この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項

は、会長が協議会に諮って定める。  

附  則   
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この条例は、平成１８年４月１日から施行する。  

（平成１８年３月２４日  掲示済）  
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 津市図書館協議会条例をここに公布する。 

  平成１８年３月２４日 

 

                      津市長 松 田 直 久 

   

津市条例第２７９号 

   津市図書館協議会条例 

 （設置） 

第１条 図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第１４条の規定に基づき、

津市図書館協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

 （定数及び任期） 

第２条 協議会の委員（以下「委員」という。）の定数は、１０人以内とする。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 （会長及び副会長） 

第３条 協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

 （庶務） 

第５条 協議会の庶務は、教育委員会事務局において処理する。 

 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、

会長が協議会に諮って定める。 

   附 則 

 この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（平成１８年３月２４日 掲示済） 
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津市国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例をここに公布す

る。  

平成１８年３月２４日  

 

津 市 長  松  田  直  久  

   

津市条例第２８０号  

   津市国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例  

 （目的）  

第１条  この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置

に関する法律（平成１６年法律第１１２号。以下「法」という。）第３

１条及び第１８３条において準用する第３１条の規定に基づき、津市

国民保護対策本部（以下「国民保護対策本部」という。）及び津市緊急

対処事態対策本部（以下「緊急対処事態対策本部」という。）に関し必

要な事項を定めることを目的とする。  

 （組織）  

第２条  国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）は、国民保護対

策本部の事務を総括する。  

２  国民保護対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を補

佐し、国民保護対策本部の事務を整理する。  

３  国民保護対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受

け、国民保護対策本部の事務に従事する。  

４  国民保護対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職

員を置くことができる。  

５  前項の職員は、本市の職員のうちから、市長が任命する。  

 （会議）  

第３条  本部長は、国民保護対策本部における情報交換及び連絡調整を

円滑に行うため、必要に応じ、国民保護対策本部の会議（以下この条

において「会議」という。）を招集する。  

２  本部長は、法第２８条第６項の規定に基づき、国の職員その他本市

の職員以外の者を会議に出席させたときは、当該出席者に対し、意見

を求めることができる。  

 （部等）  

第４条  本部長は、必要があると認めるときは、国民保護対策本部に部
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（室を含む。以下同じ。）及び班並びに支部を置くことができる。  

２  部及び班並びに支部に属すべき本部員は、本部長が指名する。  

３  部に部長（室長を含む。以下同じ。）を、班に班長を、支部に支部長

を置き、それぞれ本部長の指名する本部員をもって充てる。  

４  部長は部の事務を、班長は班の事務を、支部長は支部の事務を掌理

する。  

 （現地対策本部）  

第５条  国民保護現地対策本部に国民保護現地対策本部長、国民保護現

地対策本部員その他の職員を置き、副本部長、本部員その他の職員の

うちから本部長が指名する者をもって充てる。  

２  国民保護現地対策本部長は、国民保護現地対策本部の事務を掌理す

る。  

 （委任）  

第６条  前各条に定めるもののほか、国民保護対策本部に関し必要な事

項は、本部長が定める。  

 （準用）  

第７条  第２条から前条までの規定は、緊急対処事態対策本部について

準用する。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

（平成１８年３月２４日  掲示済）  
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 津市国民保護協議会条例をここに公布する。  

平成１８年３月２４日  

 

                   津市長  松  田  直  久  

 

津市条例第２８１号  

   津市国民保護協議会条例  

 （目的）  

第１条  この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置

に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第４０条第８項の規定に

基づき、津市国民保護協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運

営に関し必要な事項を定めることを目的とする。  

 （委員及び専門委員）  

第２条  協議会の委員の定数は、４０人以内とする。  

２  専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任

されるものとする。  

 （会長の職務代理）  

第３条  会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がそ

の職務を代理する。  

 （会議）  

第４条  協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。  

２  協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができ

ない。  

３  協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。  

 （幹事）  

第５条  協議会に幹事若干人を置く。  

２  幹事は、委員の属する機関の職員のうちから、市長が任命する。  

３  幹事は、協議会の所掌事務について、委員及び専門委員を補佐する。 

 （部会）  

第６条  協議会は、部会を置くことができる。  

２  部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。  

３  部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。  

４  部会長は、部会の事務を掌理する。  
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５  部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長が

あらかじめ指名する者がその職務を代理する。  

 （委任）  

第７条  この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項

は、会長が協議会に諮って定める。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

（平成１８年３月２４日  掲示済）  
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 津 市 支 所 及 び 出 張 所 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を こ こ に

公 布 す る 。      

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ２ ４ 日  

 

                                         津 市 長  松  田  直  久  

                           

津 市 条 例 第 ２ ８ ２ 号  

   津 市 支 所 及 び 出 張 所 設 置 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

 津 市 支 所 及 び 出 張 所 設 置 条 例 （ 平 成 １ ８ 年 津 市 条 例 第 １ ２ 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 ２ 条 の 表 中 「 津 市 安 濃 町 川 西 １ ３ １ ０ 番 地 」 を 「 津 市 安 濃 町

東 観 音 寺 ４ ８ ３ 番 地 」 に 改 め る 。  

  附  則  

こ の 条 例 は 、 平 成 １ ８ 年 ５ 月 ８ 日 か ら 施 行 す る 。  

（平成１８年３月２４日 掲示済）  
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津市手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

    平成１８年３月２４日  

 

                                        津市長 松 田 直 久  

 
津市条例第２８３号  

津市手数料徴収条例の一部を改正する条例  

津市手数料徴収条例（平成１８年津市条例第７３号）の一部を次のよう

に改正する。  

  別表第１２貯蔵所の設置の許可の項サ中「航空機」の次に「若しくは船

舶」を加える。  

   附 則  

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。  

（平成１８年３月２４日 掲示済）  
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津市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例をここに公布する。  
  平成１８年３月２４日  

 
津市長 松 田 直 久        

 
津市条例第２８４号  

津市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例  
津市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例（平成１８年津

市条例第９２号）の一部を次のように改正する。  
 第３条の表中  
「                                  

 
「  

     

津市立成コミュニティセンター  津市久居野村町８７４番地８   

 
津市立成コミュニティセンター  津市久居野村町８７４番地８  

津市芸濃コミュニティセンター  津市芸濃町椋本６１４１番地１  

」  を  

に  
 

」  
改める。  
 第６条中「及び別表第２」を「から別表第３まで」に改める。  
 別表第２を別表第３とし、別表第１の次に次の１表を加える。  
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別表第２（第６条関係）  
津市芸濃コミュニティセンターの施設の使用料  

単位 円  
使用区分  使用料  

午前９時から正午まで  ２ ,０００

午後１時から午後５時まで  ２ ,３００

午後６時から午後１０時まで  ２ ,３００

午前９時から午後５時まで  ４ ,３００

午後１時から午後１０時まで  ４ ,６００

大会議室  

午前９時から午後１０時まで  ５ ,３００

午前９時から正午まで  ８００

午後１時から午後５時まで  ９００

午後６時から午後１０時まで  ９００

午前９時から午後５時まで  １ ,７００

午後１時から午後１０時まで  １ ,８００

中会議室１  
中会議室２  
中会議室３  
中会議室４  

午前９時から午後１０時まで  ２ ,１００

午前９時から正午まで  １ ,５００

午後１時から午後５時まで  １ ,７００

午後６時から午後１０時まで  １ ,７００

午前９時から午後５時まで  ３ ,２００

午後１時から午後１０時まで  ３ ,４００

中会議室１及び  
中会議室２  
中会議室３及び  
中会議室４  

午前９時から午後１０時まで  ４ ,０００

午前９時から正午まで   ８００

午後１時から午後５時まで  ９００

午後６時から午後１０時まで  ９００

午前９時から午後５時まで  １ ,７００

午後１時から午後１０時まで  １ ,８００

小会議室１  
小会議室２  

午前９時から午後１０時まで  ２ ,１００

〔備考〕  
  冷暖房時の使用料については、当該使用料の１０分の３の額を加算する。
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   附 則  
１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。  
２ 津市芸濃コミュニティセンターを使用するために必要な許可の手続そ

の他の行為は、この条例の施行前においても行うことができる。  
（平成１８年３月２４日 掲示済）  
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 津市保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。  

  平成１８年３月２４日  

 
津市長  松  田  直  久    

                  
津市条例第２８５号  

   津市保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例     

 津市保育所の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第１１

８号）の一部を次のように改正する。  

別表津市野村保育園の項中「１００人」を「１２０人」に改める。  

   附  則  

 この条例は、平成１８年４月１日から施行する。  

（平成１８年３月２４日  掲示済）  
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